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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第74期
第２四半期
累計期間

第75期
第２四半期
累計期間

第74期
第２四半期
会計期間

第75期
第２四半期
会計期間

第74期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
７月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高 (千円) 10,831,5038,058,5685,807,0064,591,99223,271,147

経常利益 (千円) 124,213 57,371 149,825143,692644,968

四半期（当期）純利益又は四半
期純損失(△)

(千円) △412,163△258,479△388,661102,562351,909

持分法を適用した場合の投資利
益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 569,375569,375569,375

発行済株式総数 (株) ― ― 3,432,4753,432,4753,432,475

純資産額 (千円) ― ― 3,303,0433,739,7523,849,606

総資産額 (千円) ― ― 11,759,62110,823,80111,975,102

１株当たり純資産額 (円) ― ― 964.561,092.111,124.19

１株当たり四半期（当期）純利
益又は四半期純損失(△)

(円) △120.36 △75.48 △113.50 29.95 102.77

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 25.00

自己資本比率 (％) ― ― 28.1 34.6 32.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,602,080△1,761,750 ― ― 694,731

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △24,986 28,011 ― ― △42,976

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △84,824△85,645 ― ― △85,914

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 453,982912,3302,731,714

従業員数 (名) ― ― 379 372 378

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　従業員数は就業人員数を記載しております。

　　　３　当社は、関連会社がないため、持分法についての該当事項はありません。

　　　４　当社は、潜在株式が存在せず、また、第74期第２四半期累計（会計）期間ならびに第75期第２四半期累計

　　期間においては四半期純損失であるため、潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について　　　

記載しておりません。

　

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

 2/33



２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社において営まれる事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 372(26)

(注) １.従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２.従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員(１日7.5時間換算)であります。

３.臨時従業員には、パートタイマー、顧問及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目別 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

制御・情報機器システム 2,973,425 20.4 6,852,892 14.4

計測器 818,768 △24.7 529,943 △12.0

分析機器 1,710,341 28.7 1,278,448 59.2

産業機器その他 670,806 △38.5 1,591,455 3.7

合計 6,173,341 3.3 10,252,740 14.8

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目別 販売高(千円)
前年同四半期比
（％）

制御・情報機器システム 2,196,880 △5.1

計測器 805,429 △28.4

分析機器 1,333,707 △5.2

産業機器その他 255,975 △73.4

合計 4,591,992 △20.9

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

該当する相手先がないため、記載を省略しております。

３　当社は、通常の営業形態として第３四半期会計期間に売上が集中する季節的変動があります。

　

２ 【事業等のリスク】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更は以下のとおりでありま

す。

　7）投資有価証券に係わるリスク

　投資有価証券の主要銘柄である横河電機株式会社の株価下落等に伴い、第１四半期会計期間末において減

損処理による有価証券評価損を計上いたしました。ただし、四半期会計期間末における保有有価証券の減損

処理にあたっては、洗替え法を採用しており、平成22年６月期の期末日の時価により、有価証券評価損の計

上額が変動する場合、もしくは有価証券評価損を計上しない場合があります。

　したがいまして、将来横河電機株式会社株式の大幅な株価下落が続く場合には、当社業績に大きな影響が

発生するリスクがあります。

　なお、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した上記以外の「事業等の
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リスク」については重要な変更はありません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国の経済は、内外の在庫調整の進展や海外経済の改善を背景とした

輸出や生産に持ち直しの動きがみられるものの、企業収益が低迷していることにより設備投資、研究開発投

資とも低調であり、事業環境は依然として厳しい状況が継続しております。

　当計測・制御業界におきましても、公共、エネルギーなどのインフラ関連は、比較的堅調を維持しているも

のの、鉄鋼・石油化学などの設備投資の縮小傾向は継続しております。

このような環境のもとで当社は、安定した需要の見込まれる上水道、都市ガス、電力等公益事業関連に加

え、環境・省エネなどの新分野へも積極的な販売活動を展開してまいりました。その結果、受注高は61億73

百万円（前年同四半期会計期間比１億95百万円増）となりましたが、売上高は産業機器その他部門の減少

の影響が大きく45億91百万円（前年同四半期会計期間比12億15百万円減）となりました。

利益面につきましては、売上高減少による売上総利益の減少もありましたが、経費等コスト削減の効果も

あり、当第２四半期会計期間において、営業利益１億37百万円（前年同四半期会計期間比４百万円減）、経

常利益１億43百万円（前年同四半期会計期間比６百万円減）と前年同会計期間に比較して微減となりまし

た。

　また、四半期純利益につきましては、前年同四半期会計期間のような特別損失（前年同四半期会計期間　有

価証券評価損４億33百万円）の発生がないこともあり、１億２百万円（前年同四半期会計期間比４億91百

万円増）となりました。

　

部門別の概況は、次の通りであります。
制御・情報機器システム部門

当部門につきましては、上水道、都市ガス、電力などインフラ関連は堅調に推移したものの、民　　

間工事分の遅れ等もあり、売上高は21億96百万円（前年同四半期会計期間比１億16百万円減）となりま

した。

計測器部門

当部門につきましては、電機・電子、半導体装置関連をはじめとして各業種において需要の落ち込みが

厳しく、売上高は８億５百万円（前年同四半期会計期間比３億20百万円減）となりました。

分析機器部門

当部門につきましては、民間を中心として予算の先送り等の影響を受け、売上高は13億33百万円（前年

同四半期会計期間比73百万円減）となりました。

産業機器その他部門

当部門につきましては、前年同四半期会計期間のような建設機械・タイヤ関連の大型試験装置の完成

がなく、売上高は２億55百万円（前年同四半期会計期間比７億４百万円減）となりました。

　

（２）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べて10.8％減少し86億48百万円となりました。これは、商品及び製品が13億

97百万円増加した一方、現金及び預金が18億19百万円、受取手形及び売掛金が６億19百万円減少したことな
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どによるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて4.5％減少し21億75百万円となりました。これは、投資有価証券が１億

19百万円増加した一方、繰延税金資産が１億70百万円、役員保険積立金が39百万円減少したことなどによる

ものであります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて9.6％減少し108億23百万円となりました。

（負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べて14.2％減少し62億54百万円となりました。これは、前受金が２億97百万

円増加した一方、買掛金が10億68百万円、未払法人税等が１億94百万円減少したことなどによるものであり

ます。

　固定負債は、前事業年度末に比べて0.7％減少し８億29百万円となりました。これは主に、退職給付引当金

の減少５百万円などによるものであります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて12.8％減少し70億84百万円となりました。

（純資産）

　純資産合計は、前事業年度末に比べて2.9％減少し37億39百万円となりました。これは、その他有価証券評

価差額金が２億34百万円増加した一方、利益剰余金が３億44百万円減少したことによるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第１四半期　会計期

間末に比べ、25百万円増加し、９億12百万円となりました。

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な変動の要因は次のとおりで

あります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期会計期間における営業活動により、前年同四半期会計期間に比べ収入が35百万円減少し、３

億85百万円の資金収入となりました。これは主に売上債権の増加額５億96百万円やたな卸資産の増加額５

億16百万円などがあった一方、仕入債務の増加額10億60百万円や前受金の増加額２億77百万円などがあっ

たためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期会計期間における投資活動により、前年同四半期会計期間に比べ収入が61百万円増加し、50

百万円の資金収入となりました。これは主に保険積立金の解約による収入55百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期会計期間における財務活動により、前年同四半期会計期間に比べ支出が４億74百万円減少

し、４億10百万円の資金支出となりました。これは短期借入れの返済による支出３億90百万円と、配当金の

支払20百万円によるものであります。

 

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につきましては、特記

すべき事項はありません。

　
（５）研究開発活動
該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当

第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,432,475 3,432,475
ジャスダック証券
取引所

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,432,475 3,432,475― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 3,432,475 ― 569,375 ― 814,474
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

横河電機株式会社 東京都武蔵野市中町２丁目９番32号 442 12.88

西川計測社員持株会 東京都港区三田３丁目13番16号 252 7.34

西　川　　　澄 東京都港区 164 4.79

西　川　　　徹 東京都杉並区 148 4.33

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 120 3.49

西　川　隆　司 東京都世田谷区 106 3.11

竹　田　和　平 愛知県名古屋市天白区 100 2.91

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 84 2.46

日本瓦斯株式会社 東京都中央区八丁堀２丁目10番７号 59 1.71

株式会社ムロコーポレーション 東京都世田谷区上野毛１丁目４番10号 58 1.68

計 ― 1,536 44.76
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 ― 　

議決権制限株式(自己株式等) 　 ― 　

議決権制限株式(その他) 　 　 　

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式)
普通株式　8,100

― 　

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,423,800
34,238　

単元未満株式
普通株式

575
― 　

発行済株式総数 3,432,475― ―

総株主の議決権 ― 34,238 ―

(注)  「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西川計測株式会社

東京都港区三田３-13-16 8,100 ― 8,100 0.23

計 ― 8,100 ― 8,100 0.23

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　７月

　
　８月

　
　９月

　
10月

　
　11月

　
　12月

最高(円) 749 817 667 709 680 700

最低(円) 670 618 603 621 636 632

(注)  ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成20年７月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成21年10月1日から平成21年10月31日まで)及び当第２四半期累計期間(平成21年７月１日から

平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び前第２四半期累計期間(平成20年７月１日から平成20年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成21年７月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
　(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年6月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 912,330 2,731,714

受取手形及び売掛金 ※2
 5,194,729 5,814,078

商品及び製品 2,439,914 1,042,605

前払費用 31,558 36,672

前渡金 45,202 31,090

繰延税金資産 26,767 43,333

その他 1,205 1,640

貸倒引当金 △3,475 △4,593

流動資産合計 8,648,232 9,696,541

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 154,982 160,344

機械及び装置（純額） 1,994 2,395

工具、器具及び備品（純額） 25,366 27,018

土地 6,172 6,172

リース資産（純額） 2,158 2,467

有形固定資産合計 ※1
 190,674

※1
 198,398

無形固定資産

ソフトウエア 29,302 33,173

電話加入権 12,083 12,083

リース資産 4,925 5,483

特許権 737 812

無形固定資産合計 47,049 51,553

投資その他の資産

投資有価証券 806,468 686,869

破産更生債権等 8,414 14,832

繰延税金資産 286,393 457,352

差入保証金 336,849 336,526

役員に対する保険積立金 504,333 543,364

その他 3,400 3,408

貸倒引当金 △8,013 △13,745

投資その他の資産合計 1,937,846 2,028,609

固定資産合計 2,175,569 2,278,560

資産合計 10,823,801 11,975,102
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年6月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,188,162 6,256,427

未払金 143,084 119,779

未払費用 106,510 96,039

未払法人税等 19,929 214,132

未払消費税等 9,839 51,731

前受金 737,061 439,139

預り金 40,334 74,490

役員賞与引当金 2,935 28,954

工事損失引当金 1,348 582

受注損失引当金 965 1,170

リース債務 1,732 1,732

その他 3,031 6,250

流動負債合計 6,254,935 7,290,430

固定負債

退職給付引当金 739,682 744,767

長期未払金 84,079 84,079

リース債務 5,352 6,218

固定負債合計 829,113 835,065

負債合計 7,084,049 8,125,495

純資産の部

株主資本

資本金 569,375 569,375

資本剰余金 815,226 815,226

利益剰余金 2,332,376 2,676,464

自己株式 △3,530 △3,530

株主資本合計 3,713,447 4,057,535

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 26,305 △207,928

評価・換算差額等合計 26,305 △207,928

純資産合計 3,739,752 3,849,606

負債純資産合計 10,823,801 11,975,102
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(2)【四半期損益計算書】
　　【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成21年12月31日)

売上高 ※
 10,831,503

※
 8,058,568

売上原価 9,102,853 6,519,998

売上総利益 1,728,649 1,538,569

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 12,534 10,634

広告宣伝費 9,465 10,456

支払手数料 43,688 45,961

受注前活動費 138,127 96,192

交通費 61,134 49,381

役員報酬 60,600 60,600

役員賞与引当金繰入額 10,045 2,935

給料及び手当 804,559 760,186

退職給付費用 37,349 37,505

福利厚生費 115,815 106,828

交際費 16,006 11,272

通信費 25,105 24,087

消耗品費 28,704 29,783

租税公課 15,415 14,127

賃借料 177,429 177,641

減価償却費 14,765 14,795

その他 44,908 39,108

販売費及び一般管理費合計 1,615,655 1,491,499

営業利益 112,993 47,070

営業外収益

受取利息 982 949

受取配当金 9,933 3,714

スクラップ売却益 － 3,433

その他 2,608 2,607

営業外収益合計 13,524 10,705

営業外費用

支払利息 2,254 386

その他 50 17

営業外費用合計 2,304 404

経常利益 124,213 57,371

特別利益

投資有価証券売却益 335 －

保険解約返戻金 － 12,730

貸倒引当金戻入額 597 1,888

特別利益合計 932 14,619

特別損失

投資有価証券評価損 437,347 293,597

特別損失合計 437,347 293,597

税引前四半期純損失（△） △312,201 △221,606

法人税、住民税及び事業税 51,823 12,074

法人税等調整額 48,138 24,798

法人税等合計 99,961 36,872

四半期純損失（△） △412,163 △258,479
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　　【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成20年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
 至 平成21年12月31日)

売上高 ※
 5,807,006

※
 4,591,992

売上原価 4,873,019 3,718,279

売上総利益 933,987 873,713

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 6,047 4,875

広告宣伝費 4,786 7,399

支払手数料 21,578 22,956

受注前活動費 62,767 42,324

交通費 31,701 25,253

貸倒引当金繰入額 194 313

役員報酬 30,300 30,300

役員賞与引当金繰入額 10,045 2,935

給料及び手当 387,598 368,544

退職給付費用 18,713 18,685

福利厚生費 56,804 51,028

交際費 9,278 6,054

通信費 12,327 11,863

消耗品費 12,838 18,734

租税公課 8,030 7,820

賃借料 89,103 87,868

減価償却費 7,407 7,397

その他 22,873 21,993

販売費及び一般管理費合計 792,395 736,348

営業利益 141,591 137,364

営業外収益

受取利息 108 695

受取配当金 8,084 1,820

スクラップ売却益 － 2,923

その他 1,516 1,078

営業外収益合計 9,708 6,517

営業外費用

支払利息 1,461 187

その他 12 1

営業外費用合計 1,474 188

経常利益 149,825 143,692

特別利益

保険解約返戻金 － 12,730

投資有価証券評価損戻入益 － 9,735

特別利益合計 － 22,465

特別損失

投資有価証券評価損 433,151 －

特別損失合計 433,151 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △283,326 166,158

法人税、住民税及び事業税 5,975 3,037

法人税等調整額 99,359 60,559

法人税等合計 105,335 63,596

四半期純利益又は四半期純損失（△） △388,661 102,562
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △312,201 △221,606

減価償却費 22,625 21,215

退職給付引当金の増減額（△は減少） 17,153 △5,085

貸倒引当金の増減額（△は減少） △597 △6,850

工事損失引当金の増減額（△は減少） 7,008 765

受注損失引当金の増減額（△は減少） － △204

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △24,033 △26,019

受取利息及び受取配当金 △10,915 △4,664

支払利息 2,254 386

投資有価証券売却損益（△は益） △335 －

投資有価証券評価損益（△は益） 437,347 293,597

保険解約損益（△は益） － △12,730

売上債権の増減額（△は増加） △312,827 625,767

たな卸資産の増減額（△は増加） △669,816 △1,397,308

仕入債務の増減額（△は減少） △526,394 △1,068,264

前渡金の増減額（△は増加） △6,881 △14,112

前受金の増減額（△は減少） 145,589 297,921

未払金の増減額（△は減少） 46,910 21,047

未払消費税等の増減額（△は減少） △29,702 △41,891

その他 △16,947 △24,051

小計 △1,231,764 △1,562,087

利息及び配当金の受取額 10,911 4,664

利息の支払額 △2,254 △389

法人税等の支払額 △378,972 △203,938

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,602,080 △1,761,750

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,975 △3,522

有形固定資産の売却による収入 － 578

無形固定資産の取得による支出 △4,905 △3,697

投資有価証券の取得による支出 △7,645 △16,236

投資有価証券の売却による収入 609 －

貸付けによる支出 △500 △550

貸付金の回収による収入 220 290

差入保証金の差入による支出 △1,490 △1,233

差入保証金の回収による収入 1,088 910

保険積立金の積立による支出 － △4,095

保険積立金の解約による収入 － 55,566

その他 △4,387 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,986 28,011

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,000,000 440,000

短期借入金の返済による支出 △1,000,000 △440,000

リース債務の返済による支出 － △433

自己株式の取得による支出 △41 －

配当金の支払額 △84,782 △85,212

財務活動によるキャッシュ・フロー △84,824 △85,645

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,711,891 △1,819,384

現金及び現金同等物の期首残高 2,165,874 2,731,714

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 453,982

※
 912,330
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更
　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計
基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約か
ら、当第２四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工
事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
なお、当第２四半期会計期間末においては工事進行基準を適用している工事がないため、これによる損益に与える影
響はありません。

　

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成21年７月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期累計期間において「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「保険積立金の積立による支出」（前第２四半期累計期間は4,387千円支出）は重要性が増したため、区分掲

記することに変更しました。

　

当第２四半期会計期間
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期貸借対照表関係）
　前第２四半期会計期間末において区分掲記しておりました「長期前払費用」（当第２四半期会計期間末残高はあ
りません）および「入会金」（当第２四半期会計期間末残高3,400千円）は金額が僅少となりましたため、当第２四
半期会計期間では、投資その他の資産の「その他」として表示することに変更しました。
 

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

20/33



【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法

当第２四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法によっております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

 

３　経過勘定項目の算定方法

固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額で計上

する方法によっております。

 

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目を重要なものに限定する方法によっております。

　
　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年６月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　499,162千円

 

※２　四半期会計期間末日満期手形　

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第

２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったた

め、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会計期

間末残高に含まれております。

　　　受取手形　　　　　　　　　　 55,137千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　488,501千円

 

　　　─────────────────
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(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
  至  平成21年12月31日)

※当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間の

納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間の

売上高及び営業費用が他の四半期会計期間と比較して

多くなる傾向にあります。

※　　　　　　　　　同左

 

　

　

第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
  至  平成21年12月31日)

※当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間の

納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間の

売上高及び営業費用が他の四半期会計期間と比較して

多くなる傾向にあります。

※　　　　　　　　　同左
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
  至  平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 453,982千円

現金及び現金同等物 453,982千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 912,330千円

現金及び現金同等物 912,330千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年12月31日)及び当第２四半期累計期間(自  平成21年７月１日  至  平

成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 3,432,475

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 8,130

　

　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年9月25日
定時株主総会

普通株式 85,608 25.00平成21年６月30日 平成21年９月28日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

４  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年12月31日）

　　その他有価証券で時価のあるものが、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

事業年度の末日と比較して著しい変動が認められます。

区分
取得原価
(千円)

四半期貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

株式 751,512 795,332 43,819

計 751,512 795,332 43,819

(注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当第２四半期累計期間において、その他有価証券

で時価のあるものについて293,597千円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたりましては、四半期末における時価が、取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。

　

(デリバティブ取引関係)

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

なお、当社は関連会社がありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１.　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年６月30日)

　 　

　 1,092.11円
　

　 　

　 1,124.19円
　

　

２.  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
  至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 △120.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

―
　

１株当たり四半期純損失金額 △75.48円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

―

　

（注）1.当社は、潜在株式が存在せず、１株当たり四半期純損失であるため、潜在株式調整後１株当たり四半期純

  利益金額について記載しておりません。

　

　　　2.１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年７月１日
  至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) △412,163 △258,479

普通株式に係る四半期純損失(千円) △412,163 △258,479

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,424 3,424
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第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
  至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 △113.50円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

―
　

１株当たり四半期純利益金額 29.95円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

―

　

（注）1.当社は、潜在株式が存在せず、前第２四半期会計期間においては１株当たり四半期純損失であるため、潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額について記載しておりません。

　

　　　2.１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
  至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失(千円)

△388,661 102,562

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(千円)

△388,661 102,562

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,424 3,424
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

西川計測株式会社

取締役会  御中

　
　

新日本有限責任監査法人

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西　　田　　英　　樹　　印
　

　 　 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　内　　田　　英　　仁　　印
　

　 　 　
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西川

計測株式会社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第74期事業年度の第２四半期会計期間(平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成20年７月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、西川計測株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

西川計測株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人
　

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西　　田　　英　　樹　　印
　

　 　 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　内　　田　　英　　仁　　印
　

　 　 　
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西川

計測株式会社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第75期事業年度の第２四半期会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年７月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、西川計測株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

33/33


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第２四半期累計期間
	第２四半期会計期間

	(3)四半期キャッシュ・フロー計算書
	四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期財務諸表の作成に特有の会計処理
	注記事項


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

